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広島県警察における訓令・ 通達の公表基準について（ 通達）

広島県警察の保有する警察行政に関する情報等の公表及び提供については，広島県情報

公開条例（ 平成 年広島県条例第13 ５号） 第 条22 （ 情報提供施策の充実） の規定に基づき，
広島県警察における訓令・ 通達の公表基準について（ 平成 年29 １月 日付16 け警察本部長通

達。以下「 旧通達」 と いう 。） により 実施していると ころである。

この度，不開示情報を含む訓令・ 通達の取扱いを変更するため，旧通達を改正し，別紙

のと おり 定めるこ と と したので事務処理上誤り のないよう にされたい。

なお，本通達の施行をもっ て旧通達は廃止する。

○ 主な改正点

警部補（ 同相当職） 以下の警察職員氏名や警察電話番号などの不開示情報のみを含む

訓令・ 通達を公表する場合は，概要版を作成するこ と なく ，当該情報を黒塗り にして公

表すること と する。

本件担当 文書管理室

警 電 2144， 2145



別紙

広島県警察における訓令・ 通達の公表基準

１ 公表の目的

警察行政の透明性を確保し，県民に対する説明責任を果たすため，広島県警察の訓令

及び通達について，積極的に公表すること により ，県民の理解と協力の下に警察行政の

円滑な運営を図ること を目的と する。

２ 公表の対象

公表の対象は，広島県警察の訓令及び通達（「 広島県警察における文書等の取扱いに

関する訓令」〔 平成 年広島県警察本部訓令第14 ４号〕 第９条第３号及び第５号に規定す

るものをいう 。以下「 訓令等」 と いう 。） と する。 ただし，次に掲げる事項を内容と す

る訓令等を除く 。

広島県警察(1) の内部管理（ 人事，会計，給与，福利厚生，施設，教養，訓練等） に関

する訓令等

（ 例） 勤務時間に関するもの

給与支給の手続に関するもの

予算執行の手続に関するもの

専(2) ら技術的・ 補足的事項を定めるもの

（ 例） 電算システムに関する技術的事項を定めるもの（ コード表の制定，入力帳票の

記入要領）

犯罪手口や統計の分類方法を定めるもの

その(3) 他県民生活に影響を及ぼさないもの

（ 例） 業務に関する報告様式等報告要領を定めるもの

会議等の開催，法令等の成立（ 解釈・ 運用に関する事項を含まないもの） に関

するもの

３ 公表の範囲

訓令等(1) のう ち，広島県情報公開条例第 条各号10 に規定する不開示情報（ 以下「 不開

示情報」 と いう 。） を含まないものについては，全文を公表するものと する。

訓令等(2) のう ち，不開示情報を含むものについては，次のと おり 公表するものと する。

ア 不開示情報が訓令等の内容に影響を与えない場合

不開示情報が警部補（ 同相当職） 以下の警察職員氏名や警察電話番号のみである

など，当該情報を不開示と したと きに，訓令等の内容に影響を与えない場合につい

ては，不開示情報を黒塗り にして公表すること 。

イ 不開示情報が訓令等の内容に影響を及ぼす場合

不開示部分が訓令等の本文の一部であるなど，当該情報を不開示と したと きに，

訓令等の内容に影響を与える場合は，その名称及び概要を別紙記載例のと おり 作成



し，公表するものと する。 ただし，訓令等の名称に不開示情報が含まれる場合及び

不開示情報を明らかにするこ と なく 訓令等の概要を作成するこ と ができない場合

は，名称，概要と も公表しないものと する。

公表(3) の対象から除く 訓令等やその他の規程等であっ て，県民の関心の高い事項を内

容と するもの等については，本基準の目的に照らし，可能な限り 幅広く 公表するよう

努めるものと する。

４ 公表の方法

広島県警察情報公開センター（ 以下「 情報公開センター」 と いう 。） に備え付けると

と もに，広島県警察ホームページ（ 以下「 ホームページ」 と いう 。） に掲載し，一般の

閲覧に供する。

５ 公表時期・ 期間

原則(1) と して発出する訓令等については，発出後速やかに公表するものと する。ただ

し，発出後速やかに公表するこ と が適当でない事情がある場合は，当該事情がなく な

っ た後速やかに公表するものと する。

公表期間(2) については，当該訓令等が効力を有する期間と し，公表した訓令等を廃止

したと きは，速やかに必要な処理を行う ものと する。

６ 公表の手続

公表(1) の依頼

ア 訓令等を主管する所属の長は，公表基準に該当する訓令等を発出したと き又は既

に公表している訓令等を改正，廃止等した場合は，別に定める広島県警察情報公開

センター設置運営要綱の別記様式「 警察行政資料等送付書」 により ，総務課長に当

該訓令等の公表，改正及び廃止等の依頼を行う ものと する。

イ 公表又は改正の依頼を行う 場合は，併せて当該訓令等の書面又は電磁的記録（ 電

磁的データ ） を提出するものと する。

公表手続(2)
総務課長は，前(1)の依頼を受けた場合は，速やかに情報公開センター備え付け資
料の整理を行う と と もに，ホームページへの掲載，修正又は削除を行う ものと する。



別紙記載例

【 訓令の記載例】

○ ○ ○ ○ ○ 訓令
○ ○ ○ ○ □ □令和 年 月 日

○ ○ ○ □ □本部訓令第 号

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○この訓令は， を定めた（ 示した，

指示した） もの（ で，主な内容は次のと おり ）

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○１

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○２

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○３

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○４

説明事項

１ 訓令名，公布日，訓令番号及び概要を記載する。

２ 概要は簡潔に記載し，主な内容がある場合は箇条書きにする。

【 通達の記載例】

○ ○ ○ ○ ○ について
○ ○ ○ ○ □ □令和 年 月 日

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ □から

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ □あて

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○この通達は， を定めた（ 示した，

指示した） もの（ で，主な内容は次のと おり ）

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○１

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○２

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○３

□ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○４

説明事項

１ 通達名，日付，発信者名及び受信者名を記載する。

２ 概要は簡潔に記載し，主な内容がある場合は箇条書きにする。


